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「交付目論見書の作成に関する規則」等の制定案に対する 

意見募集の結果について 
 

平成 22 年 3 月 18 日 
社団法人 投資信託協会 

 
No ご意見等 当協会の考え方 

【規則】  

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

全般 

１ 

第３条の記載事項の前に、第２条の（１）

から（10）に掲げる事項を記載することと

なると理解している。その記載順を確認し

たい。 

「（３）ファンドの名称及び商品分類」の

後に「（４）委託会社等の情報」の記載順

は不動だが、これ以外の項目については、

記載順の規定はなくレイアウトの工夫が

可能であるとの理解で問題がないことを、

確認したい。 

（１）から（７）（（４）の③、④、⑤及び

⑦を除く。）までは必ず表紙に記載される事項

です。 

なお、（３）及び（４）についてはご認識の

とおりです。 

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

（１）交付目論見書である旨 

２ 

第１条に平仄を合わせるため、「（略）

請求目論見書（金商法第 15 条第３項に規

定する目論見書をいう。以下同じ。）（略）」

を「（略）金商法第 15 条第３項に規定する

目論見書（以下「請求目論見書という。）

（略）」と記載すべきである。 

ご指摘を踏まえ、規定を修正いたします。

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

（３）ファンドの名称及び商品分類 

３ 

（１）販売資料の作成にあたっての留意

事項と同様に、ファンドの名称には有価証

券届出書に記載したファンドの愛称も含

まれるとの理解で問題がないことを、確認

したい。 

（２）商品分類の記載にあたり、同分類

とあわせて、収益分配金が再投資されるか

いなかの記載をしても問題がないことを、

確認したい。 

（例） 追加型投信／国内／株式／自動

けいぞく投資可能 

←愛称を記載しても構いませんが、正式名称

を記載する必要があります。 

 

 

 

←商品分類は、規定により「追加型投信／国

内／株式」までとなり、これに従って記載い

ただくことになります。また、「自動けいぞく

投資可能」の記載については、商品分類とは

区別して、投資者に誤解を与えないように記

載することは差し支えないと考えます。 

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

（４）委託会社等の情報 

４ 

「以下の事項」①～⑦は、全て「委託会

社の情報」と考えられます。委託会社以外

の情報が含まれていないとすれば、「委託

会社等の情報として」の「等」は不要と考

えます。なお、内閣府令の第 25 号様式で

「委託会社等の情報」については、特定有

価証券の内容等の開示に関する内閣府令に定

める届出様式第二十五号様式（以下「第二十

五号様式」という。）の記載項目と合わせてお

りますが、⑦において関係会社情報もお知ら

別 紙
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No ご意見等 当協会の考え方 

は委託会社の他、投資者の投資判断に極め

て重要な影響を及ぼす者に関しても記載

するよう規定しております。委託会社以外

の者の情報を記載する必要があるのでは

ないのでしょうか。タイトルの委託会社等

の「等」は、委託会社以外の者を指してい

るものと考えます。 

なお、タイトルに係らず、ここでは委託会

社の情報のみの記載でよいのであれば、

「委託会社等の情報については、委託会社

の情報を以下の事項について記載するも

のとする。」 ということとなるのではな

いでしょうか。 

せとして記載することになっておりますこと

から、原案どおりといたします。 

５ 

過去 10 年における処分履歴を追加すべ

き。投資家が運用を委託する会社が信頼に

値するか否かを判断するための重要な情

報であると考えるため。 

貴重なご意見として、今後の参考とさせて

いただきます。 

６ 

過去 10 年における繰上償還ファンドの

数を追加すべき。投資家が運用を委託する

会社が信頼に値するか否かを判断するた

めの重要な情報であると考えるため。 

貴重なご意見として、今後の参考とさせて

いただきます。 

７ 

「⑤当該委託会社が運用する投資信託

財産の合計純資産」について、届出書の「第

三部委託者等の情報 第３その他」に記載

する場合、３月末または９月末を基準とす

るつもりだが問題はないか。 

なぜならば、第四号様式では、「運用状

況」等の記載基準日は「直近日・最近日現

在」とあり、各委託会社ごとに自社ルール

を定め対応している。「合計純資産額」は

第四号様式に定められておらず、またファ

ンド共通事項であることから届出の度に

算出することの事務負荷・事務ミスを排除

するため、各委託会社で判断できる事項と

考えられる。 

「当該委託会社が運用する投資信託財産の

合計純資産」については、３月末または９月

末の基準ではなく、有価証券届出書の「運用

状況」等の記載基準日に合わせ、「直近日・最

近日現在」の基準と考えます。第２条（４）

の条文について「委託会社等の直近の情報」

に修正いたします。 

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

（５）受託会社に関する情報 

８ 

第４号で委託会社に関して「ファンドの

運用の指図を行う者である。」旨を記載す

る一方、受託会社に関して「ファンドの保

管、管理業務を行う者である。」旨を記載

することとしている。 

≪意見≫ 

「ファンドに属する財産の保管及び管

理を行う者である。」旨の方が、委託会社

に関する記載と対になっており、かつ、投

資者に理解しやすいのではないか？ 

ご意見の趣旨を踏まえ、規定を修正いたし

ます。 

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

（７）使用開始日 
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No ご意見等 当協会の考え方 

９ 

新設ファンドにおいては、使用開始日を

「届出日」とし、かつ「お申込みメモ」に

申込期間を記載したうえで、販売現場での

約定違反（効力発生前の約定）を防ぐとい

う観点から、表紙に使用開始日とともに

「募集開始日」を併記することに問題はな

いか。 

表紙では使用開始日を記載し、買付けがで

きる日はお申込みメモで書くことと整理して

おります。募集開始日を表紙に併記すること

は、投資者の混乱を招くことになりますので、

規則では募集開始日はお申込みメモに記載す

ることにしております。 

10 

｢使用開始日｣という文言を交付目論見

書に記載する場合、有価証券届出書の「第

３部第３その他」に交付目論見書に記載し

たい事項として記載する対応を行い、交付

目論見書に記載するとの理解で問題がな

いことを、確認したい。また、その際、使

用開始日そのものの記載をすることにな

るのか、使用開始日を交付目論見書に記載

する旨を記載することになるのか、確認し

たい。 

現行の目論見書の作成日と同様と考えま

す。 

交付目論見書の作成に関する規則第２条（交付目論見書の表紙等の記載事項） 

（９）商品分類及び属性区分 

11 

属性区分表のクレジット属性、資産配分

固定型・変更型、エマージング型、ロング・

ショート型、ブルベア型、条件付き運用型

という用語は、一般投資家には理解が困難

な専門用語すぎるため、変更すべき。 

貴重なご意見として、今後の参考とさせて

いただきます。 

（第２条に表示に記載すべき事項として追加希望） 

12 

（８）として「第 4条に規定する『追加的

情報』を記載するファンドについては、そ

の旨を表紙に記載すること。」の規定を追

加することが望ましい。理由は、複雑な仕

組みや手法を用いているファンドについ

ては、特に投資家の注意喚起を事前にして

おくことが望ましいと考えるため。 

 追加的情報の記載方法にもよりますが、追

加的情報は一概に複雑な仕組みや手法のファ

ンドとは限らないため、追加的情報の有無を

一律に表紙に記載することは適切ではないと

考えます。 

交付目論見書の作成に関する規則第３条（本文中の記載事項及び記載順） 

（１）ファンドの目的・特色 

13 

①ファンドの目的 
ファンドの目的に記載する事項はファ

ンドの主たる源泉（インカムゲイン、キャ

ピタルゲイン）とすべき。説明部分につい

ては、ファンドの特色に記載すべき。そう

することによって、国内のファンドだけで

なく、海外のファンドとの比較や特徴の把

握が容易になると考えるため。 

 ファンドの目的は、個々のファンドによっ

て異なるため、一概に規定できるものではな

いと考えます。 

14 

①ファンドの目的 
投資態度とは何か、意味が不明であり、

明確化する必要がある。これまでの目論見

書を見ると、投資態度と基本方針、ファン

ドの特徴欄に同じことが重複記載されて

いるものが多い。また、ファンドの目的に

含める必要はない。 

 特定有価証券の内容等の開示に関する内閣

府令に定める届出様式第四号様式（以下「第

四号様式」という。）に準じた記載を求めるも

のとなります。 
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No ご意見等 当協会の考え方 

15 

②ファンドの特色 
項目による記載内容を明確化して、重複

記載を行なわない旨を明記すべき。 

趣旨としては重複記載をなるべく避けると

いうものですが、具体的な記載については一

律に禁止するものではないと考えます。 

16 

②ファンドの特色 イ 
「文書により説明のほか」とあるところ

を「文章による説明に加えて」とするのが

望ましい。理由は、従来、文章での説明を

省略し図等でもって投資家に理解を求め

ようとする目論見書が見られた。図表での

説明は受け手によって誤解する可能性も

高く、基本は文章での説明であると考える

から。 

検討の結果、必要に応じて図表等を付加し

て説明することができる旨の規定に修正いた

します。 

17 

制定案では、「運用の権限を委託する場

合は、運用の委託先の名称等を記載するこ

とにより当該運用の権限の委託に関する

内容を説明することが望ましい。」とされ

ている。 
≪意見≫ 
（１)運用の権限の委託に関する内容の説
明の一例として、運用の委託先の名称等

の記載を規定に盛り込んでいるのか、内

容の説明として少なくとも委託先の名

称等を記載すべきであるとの趣旨で規

定に盛り込んでいるのか、明確でない。

もし、委託先の名称等を記載すべきで

あるとの趣旨であれば、「運用の権限を

委託する場合は、運用の委託先の名称等

を記載のうえ、当該運用の権限の委託に

関する内容を記載することが望まし

い。」といった規定文に変更すべきと考

える。 
また、名称等の記載は一例であって、

記載するかどうかは各運用会社の裁量

に委ねられているのであれば、「例えば

運用の委託先の名称その他の運用の権

限の委託に関する内容を記載すること

が望ましい。」といった規定文に変更す

べきではないか。 
（２）「委託先の名称等」は記載が義務付

けられる事項であるとの趣旨であれば、

「名称等」が「等」となっているため、

何を指すのか不明確である。もう少し具

体的な項目を追加してはどうか。例えば

投資信託約款の記載事項（運用の権限を

委託する旨、委託先の名称及び住所、委

託の内容、委託に係る費用）。あるいは

「運用の委託先の名称等」を「運用の委

託先の名称等の運用の権限を委託する

場合に投資信託約款に記載することが

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。
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No ご意見等 当協会の考え方 

法令で定められている事項」とするな

ど。 

18 

「ファンドの目的・特色」に、ファンド

の特色を理解し易いように、例えば以下の

ような投資環境を説明する情報を記載し

た場合、当該情報を最新のものに更新する

方法を確認したい。 

例） 

GDP ランキング（2008 年の名目 GDP。出

所：････） 

１位---Ａ国 

２位---Ｂ国 

３位---Ｃ国 

・ 

・ 

・ 

16 位---Ｐ国 

 

↓更新 

 

GDP ランキング（2009 年の名目 GDP。出

所：････） 

１位---a 国 

２位---b 国 

３位---c 国 

・ 

・ 

・ 

16 位---p 国 

 

この場合、有価証券届出書の「第三部第

３その他」に、交付目論見書に記載したい

事項を別途記載することがある旨を記載

すれば、有価証券届出書の訂正を要せず

に、交付目論見書の当該部分の情報を更新

することが可能であるとの理解で問題が

ないことを、確認したい。 

 交付目論見書の記載については、ファンド

の特色を理解する上で、投資者にとって投資

情報として極めて重要であると考えられるも

のに限定されますので、投資環境等を記載す

ることは、各社の判断にもよりますが、今回

の改正の趣旨から鑑みて慎重な対応が必要と

考えられます。 
 

19 

②ファンドの特色 ハ 

ファンドの運用期間中に重大な約款の

変更を行い、運用方針を変更した場合、こ

の運用方針の変更を記載することが、ここ

で想定している内容にあたるかどうかの、

確認をしたい。 

 事前に想定しているものを記載することに

なります。ファンドで言えば、リスク軽減・

限定型の単位型ファンドも範囲に入ります

が、その他にライフサイクルファンド等も該

当すると考えられます。 

交付目論見書の作成に関する規則第３条（本文中の記載事項及び記載順） 

（３）運用実績 

20 

「届出書（請求目論見書）」とは、何で

しょうか。請求目論見書を意味するのであ

れば、本規則は交付目論見書に関するもの

ですので、「当該事項は、 ～ これらの

ご指摘を踏まえ、「請求目論見書」を削除す

る修正をいたします。 
なお、「当該事項は、 ～ これらの情報を

記載する。」の規定は、有価証券届出書と目論
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No ご意見等 当協会の考え方 

情報を記載する。」は不要と考えます。こ

の運用実績の記載方法は内閣府令に定め

る届出書の記載方法と異なっております。

交付目論見書は届出書の記載内容を前提

として作成されることから、届出書に参考

情報として記載し、これを交付目論見書に

反映させることとなるのではないでしょ

うか。従って、「届出書（請求目論見書）」

中の「（請求目論見書）」は不要と考えます。

届出書に記載されれば、請求目論見書にも

記載されることとなるものと考えます。 

なお、投資家の判断資料としては暦年ベ

ースが計算期間ベースより優れていると

いうことであれば、なぜ四号様式の記載を

そのようにしないのでしょうか。 

見書を関連付けるため、記載しております。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

←暦年ベースについては、ファンド間の比較

を容易にするため、このようになっておりま

す。 

21 

「運用状況について、以下の事項を記載

するものとする。」ということから、「運用

状況」には、基準価額、純資産、年間収益

率の推移以外の分配の推移、主な資産の状

況も含まれるものと判断されることから、

なお書き中の「運用状況」を「運用実績」、

「当該運用期間までの運用状況」を「当該

運用期間の運用実績」とすべきではないで

しょうか。規定内容からは運用実績は①、

④と考えます。 

また、なお書き及び④中の「収益率」は

内閣府令第 25 号様式では、計算期間ベー

スとなっておりますが、原則暦年ベースと

いうことですので、何れでも良いというこ

とでしょうか。直近の暦年末以降作成日ま

での期間についても記載する必要がある

ことを意図した原則なのでしょうか。 

また、10 年超の運用期間を有する場合に

おいては、その間のどの 10 年間であるか

を明確にするため、また届出書と平仄を合

わせることから、「10 年間」を「直近 10

年間」とすべきではないでしょうか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

←原則は、暦年毎と直近 10 年と考えます。 

なお、設定日を含む年及び直近の暦年末以降

作成日までの期間のデータに関しては、実情

に応じて記載することになります。その場合、

注記で暦年でない旨を記載することが考えら

れます。 

 

←直近については、ご意見を踏まえ、規定を

修正いたします。 

22 

『当該事項は、届出書（請求目論見書）

の「運用状況」「運用実績」の末尾等に、

参考情報である旨を明記してこれらの情

報を記載する。』との条文に関連して以下

の点を確認したい。 

○交付目論見書の「運用実績」と請求目

論見書の「運用状況」の基準日は必ず

しも一致している必要は無いとの理

解で良いか？ 

○「末尾等」とあるが「等」とは、どこ

までを含むのか。参考情報である旨を

記載したうえで、請求目論見書の本文

 

 

 

 

 

←交付目論見書と請求目論見書の基準日が異

なるのはおかしいと考えます。 

 

 

←当該情報を更新する場合は運用状況の中に

記載すべきと考えます。 
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No ご意見等 当協会の考え方 

ではなく「巻末」に添付したい。 

また、ＥＤＩＮＥＴによる有価証券届

出書の提出時には、当該「運用実績」

を本文に記載せず、約款等と同様に

「添付書類」として提出することを考

えている。 

 

 

 

←約款と同様の添付書類ではなく、有価証券

届出書本体に記載すべきと考えます。 

 

23 

ａ）①基準価額・純資産の推移 

「運用期間が 10 年未満のファンドは当

該運用期間までの運用状況を記載するも

のとする」とあるが、運用期間が短いファ

ンドにおいては①に記載のグラフがいび

つな形となり、また、開示時期により多少

の差はやむを得ないにせよ、時間軸の長さ

が大幅に異なることとなり、投資者に誤解

を与えることが懸念される。 

一方で④のグラフは運用期間が 10 年に

満たない場合は部分は空白もしくはベン

チマークとなることから、そのような懸念

は少ないと思われる。 

そこで、①についても④と同様に横軸は

常に 10 年と規定し、10 年に満たない部分

は空白としてはどうか。 

 規則案は最低限守るべき事項を規定してお

りますので、原案どおりといたします。 

24 

ａ）①基準価額・純資産の推移 

基準価額・純資産の推移を交付目論見書

に記載するに当たり、有価証券届出書に該

当する計数を記載することとなるが、グラ

フ作成に必要なすべての数値（最長 10 年

間の営業日すべての基準価額・純資産額

等）を届出書に記載することは現実的では

ないと思われる。 

ついては、有価証券届出書には従来通り

の各期末、過去１年間の毎月末現在の計数

を記載し、届出書に「上記時点以外の計数

とあわせて作成した図表を掲載する場合

があります。」等と記載することで問題な

いか。 

このような記述で不足の場合、グラフそ

のものを届出書に記載することとなるか。

 個別の対応になると考えますが、グラフそ

のものを有価証券届出書に記載することは問

題ないと考えます。 

 

25 

ａ）③主要な資産の状況 

イ「ファミリーファンド方式等」の「等」

は、ＦＯＦｓを意図しているのでしょう

か。 

「等」にはＦＯＦｓのみではなく、「仕組債」

等も含まれると考えております。 

26 

ａ）③主要な資産の状況 

（１）ファミリーファンド方式等の「等」

は何を指すのか、明確に定義をしていただ

きたい。（本文中の記載事項及び記載順）

第３条（１）②イにも、同様の記載があり

ます。 

 

←No.27 をご覧ください。 
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No ご意見等 当協会の考え方 

（２）「…この場合、ファミリーファンド

方式等により運用するファンドは実質的

な投資先により記載することができる。」

と「できる規定」となっている趣旨を確認

したい。投資者に開示すべき投資先の情報

は、ファンドの性質・特色により異なるも

のであるから、これを考慮して投資先のフ

ァンドを記載することも可能であり、また

ファンドの投資先の資産を記載すること

可能である、との理解で問題がないこと

を、確認したい。 

←ご理解のとおりです。 

27 

ａ）④年間収益率の推移 

イの「騰落率」を「ベンチマークの騰落

率」と識別するため、「基準価額の騰落率」

としては。 

 ご意見の趣旨を踏まえ、規定を修正いたし

ます。 

28 

ａ）「④年間収益率の推移」において「原

則、暦年毎」と記載されているが、「暦年

毎」とは具体的にどういうことなのかお聞

きしたい。またその始点と終点の定義を明

らかにしていただきたい。 

たとえば運用期間が 10 年未満のファン

ドの場合、始点は「設定日の基準価額」と

「設定日を含む年の営業最終日の基準価

額」とを比較し、終点は「前年の営業最終

日の基準価額」と「目論見書作成月の前月

最終営業日の基準価額」とを比較すればよ

いか確認したい。 

年間収益率の推移を「暦年毎」の記載とあ

りますが、暦年毎とは、1/1 から 12/31 まで

の収益率を記載することになります。 

また、設定日を含む年及び直近の更新デー

タに関しては、実情に応じて記載することに

なります。なお、その場合、注記で暦年でな

い旨を記載することが考えられます。 

29 

ａ）④年間収益率の推移 

新規設定及び既存のファンドについて

ベンチマーク（ＢＭ）がある場合には当該

ＢＭの騰落率を記載し、ファンドがＢＭを

有しない場合には「ＢＭはない」旨を記載

することになるかと考えるが、運用報告書

等で使用している「参考指標」を該当部分

にＢＭの代わりとして記載することは可

能か。もしくはこれら「参考指標」を必ず

記載する必要はあるのか。 

 約款や有価証券届出書において、記載して

いるベンチマークとなりますので、「参考指

標」をベンチマークの代わりとして記載する

ことは該当しません。 

30 

ａ）④年間収益率の推移 

ベンチマークを設けていないファンド

については、ベンチマークが「ない旨」を

記載すべきではないか。 

ご指摘の趣旨を鑑み、（３）a）にニとして、

「ベンチマークのない場合は、「ない」旨を、

また、ベンチマークを記載することで投資者

に誤解を生じさせる懸念がある場合はその旨

を記載するものとする。」旨の規定を追加いた

します。 

31 

ａ）④年間収益率の推移 ロ、ハ 

「原則として当該ベンチマークの 10 年

間」とありますが、「投資者に誤解を生じ

させる懸念がある場合」以外にも記載が免

除されるケースは想定していないのかど

うかの、確認をしたい。（例：指数が計算

必ずしもご質問の趣旨が明らかではありま

せんが、ファンドのベンチマークに相当する

当該指数が 10 年に満たない場合には、無理に

当該指数を計算して表示する等の行為をする

ことは、かえって投資者に誤解を生じさせる

懸念があると考えられます。 
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No ご意見等 当協会の考え方 

開始される以前の期間を含む、現在使用し

ているシステムでは取得できない、取得コ

ストが非常に高い等の理由による場合な

ど。） 

また、現在使用しているシステムでは取得

できない、取得コストが非常に高い等の場合

については、別の形で当該指数を取得できる

場合や、ベンチマークの取得コストの多寡に

かかわらず、取得できるのであれば、免除で

きるケースに該当しないと考えます。 

 

←ハについては、№32 の回答のとおり規定を

一部修正いたします。 

32 

ａ）④年間収益率の推移 ハ 

「運用期間が 10 年未満のファンドのう

ちベンチマークのあるファンドは、当該ベ

ンチマークの過去 10 年間の騰落率の棒グ

ラフを併記する。（略）」とあるが、規定の

趣旨が 10 年間の実績のないファンドの年

間収益率を補完して 10 年分のリスク・リ

ターンを示すという観点であれば、ファン

ドの実績のない暦年分をベンチマークで

補完するとする規定を追加すべきではな

いか。 

ご指摘のとおり、10 年間の実績のないファ

ンドの年間収益率を開示するという観点から

検討した規則のため、ご指摘を踏まえ、規定

を追加修正いたします。 

33 

ｂ）①７日間平均年換算利回り・純資産の

推移 

７日間平均年換算利回り・純資産の掲載

期間を規定してください。 

 ご指摘を踏まえ、規定を修正いたします。

34 

ｃ）運用実績の記載に関する注記事項  ハ

ここでいう開示されている運用状況と

は、現在、協会適時開示規則に基づいて作

成している週報、月報と理解して問題がな

いことを、確認したい。 

ご理解のとおりと考えます。 

交付目論見書の作成に関する規則第４条（追加的情報） 

35 

（１）について 

ファンド・オブ・ファンズについては、

投資先ファンドの内容等について記載す

ることとなっているが、上場されているリ

ートに投資するファンドには、特殊な運用

ではないにもかかわらず、形式的にファン

ド・オブ・ファンズの形態を採っているも

のがある。 

このようなファンドについては、本条の

趣旨を踏まえると追加的情報は必ずしも

必要ではなく、場合によっては冗長となり

投資者の理解を妨げる可能性もあると考

える。 

ついては、本条は外形的にファンド・オ

ブ・ファンズであることを持って自動的に

適用される規定ではなく、個別ファンドの

実態を踏まえて記載の要否を判断できる

ことを確認したい。 

 第四号様式に沿っての記載となります。 

36 （２）について  ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。
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No ご意見等 当協会の考え方 

制定案では、「仕組債の内容や目標とす

る運用成果の内容を交付目論見書に記載

しなければならないこと。」とされている。

≪意見≫ 

「仕組債への投資またはその他特殊な仕

組みを用いることにより」に対応するため

には、「仕組債またはその他特殊な仕組み

の内容、及び目標とする運用成果の内容を

交付目論見書に記載しなければならない

こと。」とすべきではないか？ 

交付目論見書の作成に関する規則第５条（複数のファンドを対象とする交付目論見書の特例） 

37 

制定案では、「第 2 条から第 4 条の規定

のうち、」とある。 

≪意見≫ 

「のうち」とはどういうことか？ 

表題にあるように、本条が複数ファン

ドを対象とする交付目論見書の記載の

特例であれば、「第 2 条から第 4 条の規

定にかかわらず、」とする方がよいので

はないかと思うが、いかがか？  

ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。

交付目論見書の作成に関する規則第７条（交付目論見書の規格等） 

第２項 

38 

重要事項を注意喚起のために記載する

のであるから、10 ポイントは小さすぎない

か。また、投資リスクに関する記載以外に

ついても、使用していい最低の文字の大き

さを規定すべきではないか。 

 日本工業規格Z8305に規定する10ポイント

は、Microsoft word の 10 ポイントとは大き

さが異なりますので、小さすぎることはない

と考えます。 

また、使用する文字については、投資リス

クについては、日本工業規格 Z8305 に規定す

る 10 ポイント以上とし、それ以外について

は、投資者の読みやすさに配慮した大きさで

記載するものと考えます。 

交付目論見書の作成に関する規則第９条（その他） 

39 

「投資信託に係る」は不要と考えます。

本規則の第 1条において「投資信託の交付

目論見書について定め」と規定しているた

め、また、他の条文においては「交付目論

見書」の前に同じ文言が付いていません。

本会の他の規則と平仄を合わせることか

ら、原案どおりといたします。 

（規則に「第 11 条」として追加希望） 

40 

今後も継続的に目論見書の見直しが行

われることを願っているので、「本規則に

ついては、一定期間毎に、広く投資家の意

見を聴き、記載事項等の見直しを行うこと

とする。」という一文を置くことが望まし

いと考える。 

本会としては、見直しを行う際には広く投

資者のご意見を伺うことを念頭においており

ますが、貴重なご意見として、今後の参考と

させていただきます。 

（規則または細則に追加希望） 

41 

会員が目論見書において使用する表現

が適切かどうかを適宜チェックするため

の具体的な体制の整備と、その結果の公表

貴重なご意見として、今後の参考とさせて

いただきます。 
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No ご意見等 当協会の考え方 

が望まれる。理由は、貴協会の取り組みを

投資家に広く知らしめることによって、投

資信託への信頼や理解が増すと期待でき

るから。 

【細則】 

交付目論見書の作成に関する規則に関する細則第３条（分配の推移の記載方法） 

42 

年１回決算ファンドについての記載例

がありませんが、必要ないのでしょうか。

設定来の累計を記載する場合は、期間を記

載する必要があるのではないでしょうか。

累計金額が同じであっても期間の長短に

より、期間の平均分配金が異なり、投資家

に誤解を与えかねません。（第４条①のお

申込みメモ中の「信託期間」の記載におい

て、無期限ファンドの場合に設定日を記載

しないで、無期限とのみ記載する場合は設

定来の期間もわかりません。） 

記載例①（年２回決算ファンド例）を参考

として作成することになります。 

 

 

 

 

←第４条①のお申込みメモ中の「信託期間」

の記載上の留意事項６において、「信託設定

日」及び「償還日」（無期限の場合はその旨）

を記載することになっておりますので、無期

限ファンドの場合も信託設定日を記載するこ

とになります。 

交付目論見書の作成に関する規則に関する細則第４条（手続・手数料等の記載様式） 

 

43 

① お申込みメモ「購入代金」について 

「購入代金」の支払期日は販売会社毎に

異なるため、「販売会社が定める所定の日

までに販売会社へ支払うものとします」と

いう記載で足りるか確認したい。 

「購入代金」の支払期日については、でき

るだけ具体的に記載するものと考えますが、

ご認識のとおり、販売会社の状況に応じてご

指摘の記載方法でも差し支えないものと考え

ます。 

 

44 

①お申込みメモ（記載上の留意事項）３ 

12 月 28 日金融庁発表「投資信託目論見

書の見直し関連」パブコメ 75 の回答によ

ると、「申込期間」は、「重要な投資情報」

である場合において記載することが考え

られるとあるが、細則の留意事項３は、新

規ファンドや単位型等の「重要な情報と考

えられる場合」に限って申込期間の記載が

可能である(位置は冒頭と指定するもの)

という意味なのか。あるいは、全てのファ

ンドについて申込期間を記載することを

前提としており、「重要な情報と考えられ

る場合」に限り、「購入の申込期間」の項

目位置を冒頭に変更することが可能であ

るという意味なのか確認したい。 

細則の留意事項３は、全てのファンドにつ

いて申込期間を記載することを前提としてお

り、「重要な情報と考えられる場合」に限り、

「購入の申込期間」の項目位置を冒頭に変更

することが可能であるという意味です。 

45 

①お申込みメモ「収益分配」の項目につい

て、具体的に何を記載するのか。 

約款の「収益分配方針」について記載す

るのであれば、約款の文言そのままではな

く、主旨を踏まえて簡潔な表現に変更して

もよいか。 

 ファンドの具体的な収益分配方針について

は、ファンドの特色に記載し、お申込みメモ

の「収益分配」欄には分配頻度や分配金の取

扱い等を記載するものと考えます。 

なお、ご指摘を踏まえ、記載上の留意事項

に「８．」として「分配頻度や分配金の取扱い

（再投資可能等）等を記載する。」旨の規定を

追加いたします。 

46 ①お申込みメモ ご意見を踏まえ、規定を修正いたします。
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No ご意見等 当協会の考え方 

記載上の留意事項 10．中「上記記載事項」

は「上記項目」ではないでしょうか。②５．

においては「上記項目」と記載されていま

す。 

47 

②ファンドの費用 

間接的に負担する費用中の「その他費

用・手数料」は「売買委託手数料・その他

費用」とすべきではないでしょうか。費用

として内容が明らかである「（売買委託）

手数料」を費用内容が明示されない「その

他費用」の前に記載することが一般的と考

えます。手数料表現については他にも使わ

れていること、ここでの手数料の内容は運

用報告書及び届出書の記載内容から売買

委託手数料が主となるものと考えます。 

「その他の費用・手数料」は、主要なもの

について記載することになっており、主要な

ものに、ファンドに関する組入れ有価証券の

売買委託手数料や監査費用が該当しますの

で、原案どおりといたします。 

48 

②ファンドの費用「その他費用・手数料に

ついて 

「４．その他の費用・手数料は、～事前

に料率等を記載することができない場合

はその旨及びその理由、請求目論見書で確

認できる場合はその旨の記載をするこ

と。」と規定されているので、「※これらの

費用は運用状況等により変動するため、事

前に料率・上限額等を示すことができませ

ん。」という注記を追加すれば、「ファンド

に関する組入有価証券の売買の際に発生

する売買委託手数料、監査費用、外国での

資産の保管等に要する諸費用等がお客様

の保有期間中、その都度かかります。」と

いった表現で足りるか確認したい。 

 ご認識のとおりと考えます。 

49 

②ファンドの費用（記載上の留意事項）６

について 

ＦＯＦｓの運用管理費用の記載例の表

の当該ファンドに係るその他の費用の欄

が欠落している。当該ファンドの監査費用

等も必要。このファンドのかかるものと認

識しております。 

記載上の留意事項の６．はＦＯＦｓの運用

管理費用（信託報酬）の記載例を示している

ものですので、ＦＯＦｓの場合は、②ファン

ドの費用の様式中の、「運用管理費用（信託報

酬）の箇所と置き換えての記載となります。

従いまして、ＦＯＦｓに係る「その他費用・

手数料」については、欄が欠落しているとい

うものではありませんので、原案どおりとい

たします。 

50 

②「ファンドの費用」について 

細則により記載すべき最低限の情報は

記載することを前提に、表に項目を追加す

るのみではなく、「列」を増やす等フォー

マットそのものを変更することは可能か。

記載上の留意事項７．に規定のとおり、表

項目の中での説明が難しい場合は、適宜表欄

外に記載することになります。 

【その他】 

51 

規則案において、全体を通して「投資者」

という言葉が使われている。言葉の統一を

図っている「ファンドの費用」の雛形部分

にも「投資者が直接～」との記載があるが、

投資者にとって分かりやすい目論見書の観

点から、用語を統一して使用することになっ

ております。 



 

 13

No ご意見等 当協会の考え方 

当該箇所で「投資家」等ほかの言葉を使用

することは可能か。 

52 

金融庁のパブリックコメントの趣旨を

明確にするため、請求目論見書の電子交付

を促進する手当てを行っていただきたい。

例えば、以下のような文言を請求目論見

書の取扱いについてとして追記する。 

「一律に請求目論見書の電子交付を義

務付けることはできないが、請求目論見書

については、電子交付を原則とすることが

望ましい。」 

貴重なご意見として、今後の参考とさせて

いただきます。 

＊ その他ご指摘頂いた箇所について、適宜、字句修正を行っております。貴重なご意見をいただ

きありがとうございました。今後も皆様のご意見を参考にしつつ、更なる見直しを行っていく

ことを考えております。 


